
防整施第１２３７０号 

令和３年７月１４日 

 

各地方防衛局総務部長 

各地方防衛局調達部長 

帯 広 防 衛 支 局 長 

熊 本 防 衛 支 局 長 

名 護 防 衛 事 務 所 長 

 

整備計画局施設計画課長    

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

港湾工事における週休２日制工事（現場非閉所型・交替制）の試行について 

（通知） 

 

 

建設工事における適正な工期設定等のためのガイドラインについて（防整施第１３１
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場閉所型）の試行について（防整施第７９４９号。令和３年４月２７日）により、週休

２日制工事の試行を実施しているところである。 

今般、週休２日の現場閉所が困難な港湾工事を対象として、技術者及び技能労働者等
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別紙のとおり定めたので通知する。 

 

 

添付書類：別紙 

写送付先：大臣官房会計課長、整備計画局施設整備官、整備計画局提供施設計画官、整

備計画局施設技術管理官、人事教育局厚生課長、地方協力局総務課長、地方

協力局環境政策課長、地方協力局在日米軍協力課長、防衛大学校総務部会計

課長、防衛大学校総務部管理施設課長、防衛医科大学校事務局経理部経理課

長、防衛医科大学校事務局経理部施設課長、防衛研究所企画部総務課長、統

合幕僚監部総務部総務課長、陸上幕僚監部監理部会計課長、陸上幕僚監部防

衛部施設課長、海上幕僚監部総務部経理課長、海上幕僚監部防衛部施設課長、

航空幕僚監部総務部会計課長、航空幕僚監部防衛部施設課長、情報本部総務

部会計課長、情報本部計画部事業計画課長、防衛監察本部総務課長、北海道

防衛局管理部長、東北防衛局企画部長、北関東防衛局管理部長、南関東防衛

局管理部長、近畿中部防衛局管理部長、中国四国防衛局企画部長、九州防衛

殿 



 

 

局管理部長、沖縄防衛局管理部長、東海防衛支局長、防衛装備庁長官官房会

計官  



 

 

別紙 

 

港湾工事における週休２日制工事（現場非閉所型・交替制）の試行実施要領 

 

１ 目的 

建設現場における週休２日の促進や建設業における労働時間の罰則付き規制の一般

則適用に向け、地方防衛局、地方防衛支局（東海防衛支局及び長崎防衛支局を除く）

及び名護防衛事務所が発注する建設工事（工事の実施細目について（防整技第７１６

７号。平成２８年３月３１日）別紙の第２第１号に規定する建設工事をいう。）につ

いては、週休２日制工事（現場閉所型）の試行について（防整施第４３３１号。令和

３年３月２２日）、週休２日制工事（現場非閉所型・交替制）の試行について（防整

施第４３３２号。令和３年３月２２日）及び港湾工事における週休２日制工事（現場

閉所型）の試行について（防整施第７９４９号。令和３年４月２７日）により、現場

閉所及び現場非閉所による週休２日制工事の試行を実施しているところである。 

本実施要領は、港湾工事において、現場代理人、技術者及び技能労働者が交替しな

がら週休２日の休日確保に取り組む工事の試行に関し、必要な事項を定めることを目

的とする。 

 

２ 試行対象工事 

試行対象工事は、港湾工事において、施工条件が厳しい工事、部隊運用上工期の制

約が厳しい工事等、現場閉所による週休２日の確保が困難な工事を選定する。 

 

３ 週休２日の考え方 

⑴ 週休２日とは、現場施工期間において、現場代理人、技術者及び技能労働者

が交替しながら４週８休以上の休日確保を行ったと認められること（年末年始

６日間と夏季休暇３日間は除く。）。 

⑵ 現場施工期間には、工事着手日から工事完成日までの期間のうち、工場製作

のみの期間、工事全体の一時中止期間、受注者の責によらず現場作業を余儀な

くされる期間などは含まない。 

⑶ ４週８休以上の休日確保とは、現場施工期間内に連続して１ヵ月以上現場に

従事した現場代理人、技術者及び技能労働者の平均休日日数の割合（以下「休

日率」という。）が２８．５％（８日/２８日）以上の水準に達する状態をい

う。 

   なお、降雨、荒天等による予定外の休日についても、休日日数に含めるもの

とする。 

 

４ 試行のタイプ 

  当面の間、発注者が週休２日制工事（現場非閉所型・交替制）を指定する「発注者



 

 

指定型」と、受注者の希望によって週休２日制工事（現場非閉所型・交替制）に取り

組む「受注者希望型」の２つのタイプを試行する。  

 

５ 工事費の補正 

⑴ 発注者指定型の場合 

当初の予定価格から、休日率が２８．５％以上の水準を満たすことを前提に、労

務費を補正することにより工事費を積算し、工事完成時において、休日率が２８．

５％に満たない場合は、補正した労務費分を減額し、請負代金額を変更する。 

なお、具体的な積算の要領については、整備計画局施設技術管理官から別に示

す。 

⑵ 受注者希望型の場合 

受注者が週休２日制工事（現場非閉所型・交替制）の実施を希望することを

前提に、当初の予定価格から、休日率が２８．５％以上の水準を満たした条件

で、労務費を補正することにより工事費を積算し、契約後、受注者が週休２日

制工事（現場非閉所型・交替制）の実施を希望しない場合には、補正した労務

費分を減額し、請負代金額を変更する。また、受注者が週休２日制工事（現場

非閉所型・交替制）を希望した場合、工事完成時において、休日率の達成状況

が２８．５％に満たない場合は、補正した労務費分を減額し、請負代金額を変

更する。 

なお、具体的な積算の要領については、整備計画局施設技術管理官から別に

示す。 

 

６ 入札公告から工事完了後までの流れ 

⑴ 試行工事発注時 

入札公告、入札説明書、現場説明書及び特記仕様書に当該工事が週休２日制

工事（現場非閉所型・交替制）の試行対象工事であることを記載するものとす

る。 

⑵ 試行工事契約後 

ア 受注者希望型の場合、週休２日制工事（現場非閉所型・交替制）の実施に

ついて、工事着手予定の１週間前までに受注者の意向を工事打合せ簿により

確認するものとする。 

なお、週休２日制工事（現場非閉所型・交替制）の実施を希望しない場

合、補正した労務費分は請負代金額の変更により減額し、受注者は次のイに

記載する事項の実施義務は負わない。 

イ 発注者指定型及び受注者希望型において受注者が週休２日制工事の実施を

希望した場合、工事着手予定の１週間前までに、受注者から工事着手後３か

月間内に現場に従事する現場代理人、技術者及び技能労働者について付紙様

式第１「休日取得計画書」の提出を受け、休日率を確認するものとする。 



 

 

⑶ 試行工事施工時 

ア 受注者は、３か月ごとに、今後３か月間内に現場に従事する現場代理人、

技術者及び技能労働者の「休日取得計画書」を提出するものとする。 

イ 受注者は、毎月１０日までに、前月の休暇の取得状況が確認できる付紙様

式第２「休日取得実績報告書」を提出するものとする。 

ウ 監督官は、「休日取得計画書」及び「休日取得実績報告書」により、休日

率を適宜確認するものとする。 

⑷ 試行工事完成時 

ア 工事完成時、受注者は、現場施工期間内における「休日取得実績報告書」を作

成し、監督官へ提出するものとする。 

イ 監督官は、「休日取得実績報告書」を基に現場施工期間内における現場代理人、

技術者及び技能労働者の休日率を確認するものとする。 

なお、休日率の確認は、実績のみを確認するものとし、休日取得計画書と休

日取得実績報告書が異なっても差し支えないものとする。 

ウ 発注者は、休日率の達成状況を確認後、休日率の達成状況が２８．５％に満

たない場合は、補正した労務費分を減額し、請負代金額を変更する。 

 

７ 工事成績評定 

港湾工事における週休２日制工事（現場非閉所型・交替制）の取組において４週８

休以上の休日確保を達成した工事については、工事成績評定において加点評価を行う

ものとする。具体的な評定の要領については、整備計画局施設技術管理官から別に示

す。 

 

８ アンケート 

試行工事においては、港湾工事の週休２日の達成状況や達成できなかった場合の要

因等を把握するため、別に示す様式によりアンケート調査を行うものとする。 

 

９ 実績報告書等の送付 

地方防衛局調達部調達計画課長（地方防衛支局にあっては建設計画官）は、発注者

指定型及び受注者希望型において受注者が週休２日制工事（現場非閉所型・交替制）

の実施を希望した場合、工事完成後、速やかに当該工事の「休日取得実績報告書」及

び「アンケート調査結果」を整備計画局施設計画課長（整備計画局施設計画課施設政

策室気付）へ事務連絡で送付するものとする。 

受注者が週休２日制工事（現場非閉所型・交替制）の実施を希望しなかった場合

は、受注者の意向確認後遅滞なく「アンケート調査結果」を整備計画局施設計画課長

（整備計画局施設計画課施設政策室気付）へ事務連絡で送付するものとする。 

 

10 入札公告、入札説明書及び現場説明書の記載例 



 

 

⑴ 入札公告  

 入札公告の１工事概要に以下を記載する。 

  

 

 

   ※【 】は、（発注者指定型）又は（受注者希望型）のいずれかを記載する。 

⑵ 入札説明書 

入札説明書の３工事概要に以下を記載する。 

【発注者指定型の場合】 

（○） 本工事は、現場代理人、技術者及び技能労働者が交替して休暇を取得

することにより週休２日を達成するよう工事を実施する「週休２日制工

事発注者指定型（現場非閉所型・交替制）」の試行対象工事である。入

札時においては、現場施工期間内に現場に従事した現場代理人、技術者

及び技能労働者の平均休日日数の割合（以下「休日率」という。）が、

４週８休以上（２８．５％（８日／２８日）以上）を達成した前提に、

労務費を補正することにより工事費を積算する。なお、現場施工期間

内において週休２日を達成した場合は、工事成績評定における加点評価

の対象とする。 

    週休２日の考え方は下記のとおりである。 

ア 現場施工期間において、現場代理人、技術者及び技能労働者が交

替しながら４週８休以上の休日確保を行ったと認められること（年

末年始６日間と夏季休暇３日間は除く。）。 

イ 現場施工期間には、工事着手日から工事完成日までの期間のう

ち、工場製作のみの期間、工事全体の一時中止期間、受注者の責に

よらず現場作業を余儀なくされる期間などは含まない。 

ウ ４週８休以上の休日確保とは、現場施工期間内に現場に従事した

現場代理人、技術者及び技能労働者の休日率が、２８．５％（８日

／２８日）以上に達する状態をいう。 

なお、降雨、荒天等による予定外の休日についても、休日日数に

含めるものとする。 

（○） 発注者は、工事完成時、休日率が４週８休に満たない場合、補正した

労務費分を請負代金額の変更により減額する。 

（○） 現場開所日における現場代理人の休暇取得に当たっては、工事現場に

おける運営、取締り及び権限の行使に支障がないこと並びに発注者との

連絡体制の確保状況について、事前に発注者の了解を得ること。 

 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条第３項の規定に基

（○） 本工事は、受発注者双方が工程調整を行うことにより、週休２日を達

成するよう工事を実施する「週休２日制工事※【（発注者指定型）又は

（受注者希望型）】（現場非閉所型・交替制）の試行対象工事である。 



 

 

づき専任の者でなければならないとされている主任技術者又は監理技

術者（以下「監理技術者等」という。）の休暇については、適切な施

工ができる体制を確保するとともに、その体制について、元請の監理

技術者等の場合は発注者、下請の主任技術者の場合は元請又は上位の

下請の了解を事前に得ること。 

 

【受注者希望型の場合】 

（○） 本工事は、現場代理人、技術者及び技能労働者が交替して休暇を取得

することにより週休２日を達成するよう工事を実施する「週休２日制工

事受注者希望型（現場非閉所型・交替制）」の試行対象工事である。入

札時においては、受注者が週休２日制工事（現場非閉所型・交替制）

を希望することを前提に、現場施工期間内に現場に従事した現場代理

人、技術者及び技能労働者の平均休日日数の割合（以下「休日率」とい

う。）が、４週８休（２８．５％（８日／２８日））以上を達成した条

件で、労務費を補正することにより工事費を積算する。 

なお、週休２日制工事（現場非閉所型・交替制）を希望した場合、

現場施工期間内において週休２日を達成した工事について、工事成績評

定における加点評価の対象とする。 

    週休２日の考え方は下記のとおりである。 

ア 現場施工期間において、現場代理人、技術者及び技能労働者が交

替しながら４週８休以上の休日確保を行ったと認められること（年

末年始６日間と夏季休暇３日間は除く。）。 

イ 現場施工期間には、工事着手日から工事完成日までの期間のうち、

工場製作のみの期間、工事全体の一時中止期間、受注者の責によら

ず現場作業を余儀なくされる期間などは含まない。 

ウ ４週８休以上の休日確保とは、現場施工期間内に現場に従事した

現場代理人、技術者及び技能労働者の休日率が４週８休以上（２

８．５％（８日／２８日）以上）の水準に達する状態をいう。 

なお、降雨、荒天等による予定外の休日についても、休日日数に

含めるものとする。 

（○） 発注者は、受注者が週休２日制工事（現場非閉所型・交替制）の実

施を希望しない場合には、速やかに補正した労務費分を請負代金額の

変更により減額する。 

なお、受注者が週休２日制工事（現場非閉所型・交替制）を希望し

た場合は、工事完成時において、休日率が４週８休に満たない場合、補



 

 

正した労務費分を請負代金額の変更により減額する。 

（○） 現場開所日における現場代理人の休暇取得に当たっては、工事現場に

おける運営、取締り及び権限の行使に支障がないこと並びに発注者との

連絡体制の確保状況について、事前に発注者の了解を得ること。 

建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条第３項の規定に基

づき専任の者でなければならないとされている主任技術者又は監理技

術者（以下「監理技術者等」という。）の休暇については、適切な施

工ができる体制を確保するとともに、その体制について、元請の監理

技術者等の場合は発注者、下請の主任技術者の場合は元請又は上位の

下請の了解を事前に得ること。 

⑶ 現場説明書 

現場説明書の第２特記事項第３項の後に適宜以下を選択・記載し、以下番号を繰

り下げる。 

【発注者指定型の場合】 

４ 本工事は、現場代理人、技術者及び技能労働者が交替することにより、

「週休２日」を確保した施工を実施する「週休２日制工事発注者指定型

（現場非閉所型・交替制）」の試行対象工事である。入札時においては、

現場施工期間内に現場に従事した現場代理人、技術者及び技能労働者の平均

休日日数の割合（以下「休日率」という。）が、４週８休（２８．５％（８

日／２８日））以上を達成した前提に、労務費を以下の補正係数により工

事費を積算する。なお、現場施工期間内において「週休２日」を達成し

た場合は、工事成績評定の加点評価の対象とする。 

〇４週８休以上（休日率２８．５%（８日／２８日）以上） 

・労務費 １．０５ 

５ 週休２日の考え方は下記のとおりである。 

⑴ 現場施工期間において、現場代理人、技術者及び技能労働者が交替しな

がら４週８休以上の休日確保を行ったと認められること（年末年始６日

間と夏季休暇３日間は除く。）。 

⑵ 現場施工期間には、工事着手日から工事完成日までの期間のうち、工

場製作のみの期間、工事全体の一時中止期間、受注者の責によらず現場

作業を余儀なくされる期間などは含まない。 

⑶ ４週８休以上の休日確保とは、現場施工期間内に現場に従事した現場代

理人、技術者及び技能労働者の休日率が、２８．５％（８日／２８日）以

上に達する状態をいう。 

なお、降雨、荒天等による予定外の休日についても、休日日数に含め

るものとする。 



 

 

６ 受注者は、工事着手の１週間前までに、工事着手後３か月間内に現場に

従事する現場代理人、技術者及び技能労働者の休日率が確認できる「休日

取得計画書」を作成・提出し、監督官の確認を得た上で、週休２日に取り

組むものとする。 

７ 受注者は、工事施工時は３か月ごとに、今後３か月間の「休日取得計画

書」を監督官に提出するものとする。 

８ 受注者は、毎月末「休日取得実績報告書」を作成し、翌月１０日までに

監督官へ提出するものとする。また、工事完成時は速やかに現場施工期間

内における「休日取得実績報告書」を監督官に提出するものとする。監督

官は、「休日取得実績報告書」により、工事施工期間内の休日率を確認す

る。 

９ 発注者は、工事完成時に休日率の達成状況を確認後、休日率が４週８休

に満たない場合、週休２日制工事（現場非閉所型・交替制）として補正し

た労務費分については、請負代金額の変更により減額する。 

10 現場開所日における現場代理人の休暇取得に当たっては、工事現場にお

ける運営、取締り及び権限の行使に支障がないこと並びに発注者との連

絡体制の確保状況について、事前に発注者の了解を得ること。 

  建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条第３項の規定に基づき

専任の者でなければならないこととされている主任技術者又は監理技術

者（以下「監理技術者等」という。）の休暇については、適切な施工が

できる体制を確保するとともに、その体制について、元請の監理技術者

等の場合は発注者、下請の主任技術者の場合は元請又は上位の下請の了

解を事前に得ること。 

 

【受注者希望型の場合】 

４ 本工事は、受注者が希望する場合、現場代理人、技術者及び技能労働者

が交替することにより、「週休２日」を確保した施工を実施する「週休２

日制工事受注者希望型（現場非閉所型・交替制）」の試行対象工事であ

る。入札時においては、受注者が週休２日制工事（現場非閉所型・交替

制）を希望することを前提に、現場施工期間内に現場に従事した現場代理

人、技術者及び技能労働者の平均休日日数の割合（以下「休日率」とい

う。）が、４週８休（２８．５％（８日／２８日））以上を達成した条件

に、労務費を以下の補正係数により工事費を積算する。 

なお、週休２日制工事（現場非閉所型・交替制）を希望した場合、現場

施工期間内において「週休２日」を達成した工事については、工事成績評



 

 

定の加点評価の対象とする。 

〇４週８休以上（休日率２８．５%（８日／２８日）以上） 

・労務費 １．０５ 

５ 週休２日の考え方は下記のとおりである。 

⑴ 現場施工期間において、現場代理人、技術者及び技能労働者が交替しな

がら４週８休以上の休日確保を行ったと認められること（年末年始６日

間と夏季休暇３日間は除く。）。 

⑵ 現場施工期間には、工事着手日から工事完成日までの期間のうち、工

場製作のみの期間、工事全体の一時中止期間、受注者の責によらず現場

作業を余儀なくされる期間などは含まない。 

⑶ ４週８休以上の休日確保とは、現場施工期間内に現場に従事した現場代

理人、技術者及び技能労働者の休日率が、２８．５％（８日／２８日）以

上に達する状態をいう。 

なお、降雨、荒天等による予定外の休日についても、休日日数に含め

るものとする。 

６ 発注者は、試行工事契約後、週休２日の実施について受注者の意向を工

事打合せ簿により確認するものとする。 

なお、受注者が週休２日制工事（現場非閉所型・交替制）の実施を希望

しない場合には、速やかに補正した労務費分を請負代金額の変更により減

額するものとし、次項以降に記載する週休２日に関する事項を実施しな

い。 

７ 受注者は、工事着手の１週間前までに、工事着手後３か月間内に現場に

従事する現場代理人、技術者及び技能労働者の休日率が確認できる「休日

取得計画書」を作成・提出し、監督官の確認を得た上で、週休２日に取り

組むものとする。 

８ 受注者は、工事施工時は３か月ごとに、今後３か月間の「休日取得計画

書」を監督官に提出するものとする。 

９ 受注者は、毎月末「休日取得実績報告書」を作成し、翌月１０日までに

監督官へ提出するものとする。また、工事完成時は速やかに現場施工期間

内における「休日取得実績報告書」を監督官に提出するものとする。監督

官は、「休日取得実績報告書」により、工事施工期間内の休日率を確認す

る。 

10 発注者は、工事完成時に休日率の達成状況を確認後、休日率が４週８休

に満たない場合、週休２日制工事（現場非閉所型・交替制）として補正し

た労務費分については、請負代金額の変更により減額する。 



 

 

なお、工事着手前に週休２日に取り組むことについて協議が整わなかっ

た場合（受注者が週休２日の取組を希望しないものを含む。）、週休２日

制工事（現場非閉所型・交替制）として補正した労務費分については、請

負代金額の変更により減額する。 

11 現場開所日における現場代理人の休暇取得に当たっては、工事現場にお

ける運営、取締り及び権限の行使に支障がないこと並びに発注者との連

絡体制の確保状況について、事前に発注者の了解を得ること。 

建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条第３項の規定に基づき

専任の者でなければならないこととされている主任技術者又は監理技術者

（以下「監理技術者等」という。）の休暇については、適切な施工ができ

る体制を確保するとともに、その体制について、元請の監理技術者等の場

合は発注者、下請の主任技術者の場合は元請又は上位の下請の了解を事前

に得ること。 

 

11 疑義等 

本通知に関する疑義等については、整備計画局施設計画課と協議するものとす

る。 



付紙様式第１

休日取得計画書

工事名　：　　 工　　　　　　期　：　　　　　　　　　　　　　～　　

受注者　：　 現場施工期間　：　　　　　　　　　　　　　～　　

会社名 氏名 現場施工期間 休日日数 休日日数の割合 備考

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

休日率 　　　　　　　％



記載例 付紙様式第１

休日取得計画書

工事名　：　　○○（○）○○○○新設○○工事 工　　　　　　期　：　　令和○年○月○日　　～　　令和○年○月○日

受注者　：　　○○○○株式会社 現場施工期間　：　　令和○年○月　　～　　令和○年○月

会社名 氏名 現場施工期間 休日日数 休日日数の割合 備考

○○○○株式会社 ○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○建設（一次下請け） ○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○建設（二次下請け） ○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

休日率 ○○％



付紙様式第２

休日取得実績報告書
　　

工事名　：　　 工　　　　　　期　：　　　　　　　　　　　　　～　　

受注者　：　 現場施工期間　：　　　　　　　　　　　　　～　　

会社名 氏名 現場施工期間 休日日数 休日日数の割合 備考

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

　　　　　　　日 　　　　　日 　　　　　　　％

休日率 　　　　　　　％



記載例 付紙様式第２

休日取得実績報告書
　　

工事名　：　　○○（○）○○○○新設○○工事 工　　　　　　期　：　　令和○年○月○日　　～　　令和○年○月○日

受注者　：　　○○○○株式会社 現場施工期間　：　　令和○年○月　　～　　令和○年○月

会社名 氏名 現場施工期間 休日日数 休日日数の割合 備考

○○○○株式会社 ○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○建設（一次下請け） ○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○建設（二次下請け） ○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

○○　○○ ○○日 ○○日 ○○％

休日率 ○○％


